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(１) ヴィドマーの議論には, 専修大学法学研究所等主催のシンポジウム
「Lay Participation Worldwide―世界の市民の司法参加における日本の裁
判員制度」(2019年 3 月 2 日, 専修大学）において, Nikolai Kovalev（ウィ
ルフリッド・ローリエ大学）の報告 “In Search of Independent Courts in
Post-Communist States : Lay Participation Reforms in Russia, Georgia and







る中で, 陪審制度が良好に機能するためには以下の 7 条件が社会に備わっ
ている必要があると唱える (Vidmar 2002 : p. 405)。









以上は, 社会の同質性, 法教育, 法内容の賛同, 市民の司法参加への社

































































我が国において, 昭和 3 年から同18年までの間, 刑事訴訟事件の一部
について陪審制度 (ただし, 陪審の答申は裁判所を拘束しない｡) が実施
されていた。現行司法参加制度を見ると, 調停委員, 司法委員, 検察審査
会等の制度があるものの, 司法全体としては, 国民が司法の運営に対し参
加 (関与) し得る場面はかなり限定的である上, 参加 (関与) の場面で国
民に与えられている権限もまた限定的であると言える (なお, 裁判所法第
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ついても, その歴史的, 文化的な背景事情や制度的, 実際的な諸条件に留
意しつつ, 導入の当否を検討すべきである｡」と指摘した。
司法は, 独立の保障の下に, 法に従い, 多数意思に基づいて行われる立
法・行政をチェックし, 国民の権利, 自由を保護するという機能を有して
おり, 政治部門とは, 民意によるコントロールという点において, やや趣
論
説








































































































































ヴィドマー・ハンス2007＝2009, 木佐1990, 齋藤2001, 平良木2014, 椎
橋編著2016, 白取2011, 松田2015, 日本弁護士連合会司法改革推進セン
ター・東京三弁護士会陪審制度委員会編1998など)。社会主義国では人民
参審員制度が導入され, 市場経済化を経て, 同制度の採用を続ける国, 廃
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で, 3 人：2 ～ 3 人と, 1 ～ 2 人：9 ～11人のたたき台案があり, 前者を
唱える委員が多数であったところ, 与党審査を経て, 現行の 3 人：6 人が
原則とされ, 1 人：4 人のコンパクトな裁判体の構想も浮上し, ともに裁
判員法に盛り込まれた。
（3）運用状況
裁判員裁判は, 2009年 5 月の裁判員法施行を受けて, 同年 8 月から開
始された。2018年末までに11,539人の被告人に判決が出されている。うち








量刑は, 性犯罪について裁判員裁判で重罰化傾向があり, その後, 性犯
罪の刑期を長期化する刑法改正の一因になった。弁護人の働きぶりにより,
判決が軽くなるという指摘もある。裁判員が, 法廷で示される証拠や, 被












る際には, 具体的, 説得的な根拠を示すこと（最高裁判所2014年 7 月24
日判決), などが判示, 要請されている。
その他に, 裁判の前の捜査段階において, 刑事訴訟法改正で, 裁判員裁
判の対象となる事件については, 取調べ状況を原則として録音・録画する















































以降, 裁判員裁判の事実上の運営責任を負うことから, 弁護士会, 検察庁
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裁判員制度は機能していると言えるであろうか。
社会の同質性については, 日本についておおむね首肯しうるであろう。
































































































































Vidmar, Neil. (2002) “Juries and Lay Assessors in the Commonwealth : A
















Conditions Necessary for Effective Functioning
of the Saiban-in System
Takayuki II
The saiban-in system, in which lay persons participate in the criminal trial
and decide the matter of fact and law together with professional judges, has
operated since 2009. Celebrating its ten years of practice, this article consid-
ers conditions necessary for effective functioning of the system. Neil Vidmar
proposes that seven conditions are necessary for effective functioning of a
jury system. Does the saiban-in system meet these conditions? This is the
question of this paper. The part II confirms the characteristics of saiban-in
system in its purpose, form, operation and the parties concerned. Then, the
part III considers whether the saiban-in system functions effectively. Finally,
the part IV considers a future prospect of the system.
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